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本研究では，諸外国のPT調査における調査手法や回収率，回収率向上のための工夫について調査を行い，
それらを参考に日本の調査手法改善に向けた方向性について検討を行った．調査を行ったアメリカやドイ

ツのPT調査では，郵送配布・郵送回収方式だけでは十分な回収率を確保できないため，電話調査が重要な
役割を担っている．我が国では，電話調査の実施が困難であることや，若者や高齢者などの属性によって

調査手法に対する嗜好が異なる可能性があることを踏まえると，「郵送配布・郵送回収方式＋電話での動

機付け・リマインダー・記入内容確認」という調査体系を基本としつつ，諸外国における調査実施上の

様々な工夫について我が国の実情に照らして検討し，採用していくことが考えられる． 
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1. はじめに 
 
我が国では，都市交通体系に関するマスタープランや

各種都市交通政策の検討において，パーソントリップ調

査（PT調査）に代表される都市交通調査によって収集
された交通実態データが活用されている．これらの都市

交通調査は，通常，国勢調査のような全数調査とは異な

り，サンプル調査として実施されるため，データの信頼

性を確保するためには，一定程度以上の回収率を確保す

ることが重要となる．しかしながら，我が国では，2005
年4月の個人情報保護法の施行後の市民意識の高まり等
の影響もあり，調査拒否（無回答）率が高まり，都市交

通調査を含む社会調査環境全体に影響を及ぼしている．

また，訪問留置・訪問回収方式の場合は，ライフスタイ

ルの多様化や単身世帯の増加等により，調査員が訪問す

る時間帯に不在である世帯が増加していることも回収率

低下の要因の1つとなっている1)．回収率の低下は，調査

データの信頼性の低下を伴う．そして，その調査データ

が活用される，あらゆる検討結果に影響を及ぼすことと

なる．そのため，できる限りの対策を講じる必要がある．

回収率低下を防ぐため，我が国のPT調査では，広報の
充実や対象者への粗品贈呈といった取り組みが行われて

いる．また，従来の訪問留置・訪問回収方式の回収率低

下や，調査対象者の回答しやすさ（回答機会へのアクセ

スしやすさ）を考慮して，平成20年東京都市圏PT調査
や平成22年京阪神PT調査では，郵送配布・郵送回収方
式に移行した．郵送配布・郵送回収方式においては，督

促を行うなど，丁寧な調査を行うことで回収率が高まる

ことが明らかとなっている2)． 
一方，諸外国における都市交通調査においても，調査

手法や調査項目は異なるものの，回収率をいかに向上さ

せるかが調査設計上の重要な課題となっている点は我が

国と同様であり，回収率低下の要因分析等から改善策に

ついて検討が行われている3)．そのため，諸外国の都市

交通調査における回収率向上策は，日本の調査手法改善

のための示唆を与えるものと期待される． 
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本稿では，上述の問題意識から，諸外国のPT調査に
おける調査手法や回収率，回収率向上のための工夫につ

いて調査を行い，それらを参考に日本の調査手法改善に

向けた方向性について検討を行う． 
 
 

2. 諸外国の都市交通調査における回収率向上策 
 
本章では，諸外国の都市交通調査の先進事例として，

下記①～④の都市交通調査について整理を行う． 
 
① NHTS : National Household Travel Survey／アメリカ 
② MiD :  Mobility in Germany／ドイツ 
③ MOP : German Mobility Panel／ドイツ 
④ The New KONTIV® Design ／ドイツ 

 
具体的には，回収率に影響を及ぼす調査の技術的側面

である対象者の抽出方法や実態調査手法，回収率向上策

について，重点的にレビューを行い，調査実施上の工夫

について横断的な整理を行う．そして，我が国の実情を

踏まえた調査手法改善の方向性について検討を行う． 
以下，4調査の概要および回収率向上に関する工夫に
ついて述べる．なお，4調査の概要と調査の技術的側面
に関する事項について，我が国のPT調査とあわせて整
理した結果を表-1に示す． 
 
(1)  NHTS／アメリカ 4)5) 
a) 調査の概要 
アメリカ全土における交通行動特性の経年変化を把握

できる唯一の調査であり，連邦高速道路局（FHWA）を
調査主体とし，1969年以降概ね7年おきに実施されてい
る交通実態調査である（1995年までは，NPTS／National 
Personal Transportation Surveyとして実施）．1990年以降は，
連邦が実施する調査に，地方のニーズに応じてサンプル

を上乗せして同時に調査するアドオン調査が実施されて

おり，2009年調査では20州が参加している．調査データ
は，省庁や州，大学・研究機関など様々な場面で活用さ

れている． 
調査対象者は，50全州を対象に，固定電話番号からラ
ンダムに抽出し，住所不明や企業等を削除する．2009年
調査のサンプル数は，連邦政府の調査が2.5万世帯，ア
ドオン調査が12.5万世帯となっている．また，全米の大
都市の平均で人口の8～9%が携帯電話しか所有していな
いことから，2009年調査では，携帯電話のみ所有してい
る世帯を対象にした試行調査を実施している． 
調査は，英語とスペイン語の電話調査（CATI）で行
われる．調査手順は，事前協力依頼で参加意向を確認

（第1段階）した上で，調査票情報を回収（第2段階）す

る多段方式となっており，2009年調査の第2段階の回収
率は76%となっている．電話インタビュアーは400～500
人配置され，インタビュー時間は，第1段階（参加意向
の確認）は約10分／世帯，第2段階（交通行動調査）は
約18分／人である．設定された調査日から7日後まで電
話インタビューが行われ，調査終了までに1世帯あたり
に要するインタビュー時間は約2.5時間程度である．  
 

b) 回収率に関する工夫 
 主な回収率向上策として，下記の取り組みが実施され

ている． 
・ 多段方式による丁寧な調査手順の設定．具体的に

は，第1に連邦政府長官の署名入りの事前協力依
頼状と調査の説明資料，インセンティブの5ドル
を送付後，電話で参加意向を確認し，第2に参加
意向が確認された世帯に対して，郵送で調査票を

送付し，調査対象となる5歳以上の世帯員には一
人あたりさらに2ドルのインセンティブを提供． 

・ トリップ記録票（覚え書き）の配布 
・ 調査日の前日に電話でリマインダー 
・ HP等で広報活動を実施 

 
(2)  MiD／ドイツ6) 7) 8) 

a) 調査の概要 
ドイツの交通実態の把握や交通計画の策定，交通イン

フラ整備の根拠となる基礎的データを収集するための調

査であり，広域レベルの個人および世帯の日常の交通実

態(目的・交通手段等)を調査し，地域の平均値や季節変
動，地域タイプごとの結果を把握することを目的として

いる．ドイツ連邦交通建設都市開発省（BMVBS）を調
査主体として，1976年以降，概ね7年おきに実施されて
いる．また，NHTSと同様に，MiDでもアドオン調査が
実施されており，連邦州，交通連合，市町村がサンプル

上乗せ分の調査費用を負担している． 
2008年調査のサンプル数は，連邦政府調査およびアド
オン調査でそれぞれ2.5万世帯となっており，約500の地
方自治体に分布している．連邦政府の州別のサンプル数

は，人口比率に従った上で，小規模な州については最低

750世帯に設定されている． 
調査手法は，2002年調査は，電話調査（CATI）と郵送
調査を併用している．パイロット調査の結果から，電話

調査が郵送調査と比べて回答率が高い上，質の高いデー

タを得られることが分かり，電話調査を基本としつつ，

郵送調査はそれを補うものとして使うこととなった．し

かしながら，郵送調査の回収率が低かったため，2008年
調査では郵送調査を止めて電話調査を基本とし，WEB
での回答も可能としている． 
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表-1 日本と海外の交通行動実態調査手法の概要 

日本 アメリカ ドイツ ドイツ ドイツ  
一般的な方法 NHTS 

National Travel Survey 
MiD 

Mobility in Germany 
MOP 

German Mobility Panel 
The New KONTIV® Design 

調査主体 国土交通省 
地方公共団体 

交通統計事務局 
連邦道路局 
全国道路交通安全局 

ドイツ連邦交通建設都市

開発省（連邦調査） 
連邦州・都市圏・市町村

（アドオン調査） 

ドイツ連邦交通建設都市

開発省 
 

連邦政府 
地方公共団体 
※ソシアルデータが受注 

調査対象 都市(圏)の居住者 
（5歳以上） 

全国の居住者 
（5歳以上） 

全国の居住者 
（５歳未満も含む） 

・全国の居住者 
（11歳以上） 

調査主体による 

調査年次 ・都市圏PT 
→概ね10年毎 
・全国PT 
→概ね 5年毎 

1969年,1977年,1983年, 
1990年,1995年,2001年, 
2009年 

1976年,1982年,1989年, 
2002年,2008年 

1994年から毎年 ・調査主体による 
・1980年代後半以降，延
べ500箇所以上で実施 

配布・ 
回収方法 

訪問留置訪問回収， 
郵送配布郵送回収 

電話調査（CATI） 電話調査（CATI） 
※Webでも回答可 
※2002年調査は電話調査
と郵送調査併用 

郵送配布郵送回収 郵送配布・郵送回収方式

を基本とし，対象者の要

望を踏まえて電話調査

（CATI ではない）や面
接調査でも回答可 

サンプル数 ・都市圏PT： 
標本率2％～10％ 

・全国PT： 
標本率0.07％ 

・合計150,000世帯 
（内訳） 

2.5 万世帯（全国），
12.5万世帯（ｱﾄ゙ ｵﾝ） 

・合計5万世帯 
（内訳） 

2..5万世帯（全国） 
2.5万世帯（ｱﾄ゙ ｵﾝ） 

・６年間でMOP1回分のｻ
ﾝﾌﾟﾙと同程度のｻﾝﾌﾟﾙ

数が得られるように設

計 

調査主体が指定 

抽出台帳 
抽出方法 

住民基本台帳から無作為

系統抽出法により世帯単

位で抽出 

RDDより抽出された番号
から名前・住所を特定 
※2009年は携帯電話番号
も調査対象とした

（1,250世帯） 
※調査期間13ヶ月の間
で，四半期毎に抽出を

行い，サンプル管理を

実施 

2002年から民登録簿を活
用し，層化無作為抽出法

により世帯単位で抽出 
※電話帳で電話番号確認 

民間調査会社が電話調査

用に作成した名簿を活用

し，世帯ﾀｲﾌ゚ ，自動車保

有台数，地域ﾀｲﾌ゚ の組合

せで設定した層別に世帯

単位で抽出 
※毎年のｻﾝﾌﾟﾙがﾄﾞｲﾂ国 

内の年齢構成に合致す

るように調整 

住民登録簿から無作為系

統抽出法により世帯単位

で抽出 
※電話帳で電話番号確認 

回収率向上 
の工夫 

・事前調査依頼状送付

（首長写真付き等） 
・広報（HP，ﾊ゚ ﾝﾌ，ﾎ゚ ｽﾀー
等） 
・調査対象地域に問合せ

電話の設置 
・粗品進呈（ﾎ゙ ﾙーﾍ゚ ﾝ等） 
・広報（HP） 

・事前協力依頼状（長官

署名入）と現金5ﾄ゙ ﾙを
同封 
・調査協力世帯には追加

でﾄﾘｯﾌﾟ記録簿を送付

時に2ドル／構成員を
同封 
・調査日の前日にﾘﾏｲﾝﾀﾞ

ｰ電話 
・広報（HP） 
・ﾄﾘｯﾌ゚ 記録票の配布 

・事前依頼状と個人情報

保護誓書送付 
・電話での動機付け，ﾘﾏ

ｲﾝﾀ゙  ー
・ﾄﾘｯﾌ゚ 記録票の配布 
・広報（HP） 
・問合せ電話の設置 
・2段階CATIを採用 
・CATIにより，コンピ
ュータ支援によって効

率的に調査できるソフ

トを導入 

・連邦州から事前依頼状

送付 
・電話による動機付け，

参加意思の確認，ﾘﾏｲﾝ

ﾀ゙  ー
・クリスマスカードの送

付 
・広報（HP） 
・粗品進呈 

・事前依頼状送付，及び

電話での動機付け，ﾘﾏ

ｲﾝﾀ゙  ー
・回収後直ちに電話で内

容確認 
・調査対象地域に問い合

わせ電話の設置 

回収率 ・訪問留置訪問回収 
→60％～70％ 
・郵送配布郵送回収 
→15％～30％ 

76%（2009年調査） 
※調査協力世帯の回収率 

39％（2002年） 1年目70％ 
2年目32％ 
3年目23％ 

80％（ﾄ゙ ｲﾂ国内） 
70％（ﾄ゙ ｲﾂ以外） 

調査コスト 1300円／人 
～1700円／人 

434ドル／世帯 
（2001年調査） 

40ﾕー ﾛ（5000円）／人 80ﾕー ﾛ（10000円）／人 25ﾕー ﾛ（3000円）／人（オ
ランダでの実績） 

調査項目 □世帯・個人属性 
□ﾄﾘｯﾌ゚ 特性 
※出発・到着地あり 

□世帯・個人属性 
□ﾄﾘｯﾌ゚ 特性 
※出発・到着地あり 

□世帯・個人属性 
□トリップ特性 
※出発・到着地なし 
□保有自動車の属性，利

用状況 

□世帯属性 
□個人属性 
□トリップ特性 
※出発地・到着地なし 
□保有自動車の属性，利

用状況 
※主要な調査項目はMiD
と共通 

□世帯・個人属性 
□トリップ特性 
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b) 回収率に関する工夫 
主な回収率向上策として，下記の取り組みが実施され

ている． 
・ 事前の依頼状に加え，個人情報保護誓約書を送付 
・ 電話による動機付け，リマインダー 
・ 広報として，調査対象者が調査の進捗状況を確認

できるWEBサイトを設置 
・ 問い合わせ電話（ホットライン）の設置 
・ 問い合わせのメールアドレスの表示 
・ トリップ記録票（覚え書き）の配布 
・ 2段階CATIを採用（第1段階はその日１日の行動
を大まかに聞き，第2段階で詳細なトリップ情報
を聴取） 

・ CATIにより，コンピュータ支援によって効率的
に調査できるソフトを導入（例えば，家族で同行

している場合に質問の重複を避けるなど） 
・ 電話インタビュアーの研修，管理 
 

(3)  MOP／ドイツ9) 10)  

a) 調査の概要 
 MiDと同様に，交通計画等の検討で活用するための交
通実態データの取得を目的とした調査であるが，パネル

調査として実施されている点が異なる．クロスセクショ

ン調査データでは捉えにくい，自動車保有や高齢化の進

展，ライフサイクルの変化，ガソリン価格の変動等によ

る交通行動，交通特性の経年変化とその要因の把握を主

要な目的としている．1994年以降毎年継続して調査が実
施されており，1998年以前は西側の連邦州のみで実施さ
れていたが，1999年からはドイツ全国に拡大して実施し
ている． 
サンプル数は，年間約1500～2000世帯となっており，
民間調査会社が電話調査用に作成した名簿を活用して行

われるコンディショニング調査（対象候補世帯の調査へ

の協力姿勢を調査するものであり，交通に関する質問は

無い）において，参加者を募集している．MiD2002は1
年間で約2万世帯のデータを収集するが，MOPは6年間
でMiDと同程度のサンプル数が得られるように設計され
ており，毎年のサンプルはドイツの年齢構成比率に合致

するように調整されている． 
調査手法は，郵送配布・郵送回収方式を採用しており，

秋の１週間の調査を３ヵ年に渡り，３回実施する．この

ように同一サンプルに対して経年的，継続的に調査を実

施するパネル調査として実施されている．調査票の回収

率は，１年目70％，２年目32％，３年目23％となってお
り，一人住まいの女性高齢者が脱落しやすく，中産階級

（高学歴，高収入，中年層）の構成比がやや高くなる傾

向にある．調査内容のうち，主要な項目についてはMiD
と共通となっている． 

b) 回収率に関する工夫 
主な回収率向上策として，下記の取り組みが実施され

ている． 
・ 連邦州から事前の依頼状の郵送 
・ 依頼状送付後，電話での動機付けと参加意思確認 
・ 調査票（一週間の交通行動を記入する日記形式）

郵送の際に，粗品を同封 
・ 電話によるリマインダー，動機付け 
・ HP等で広報活動を実施 

 
(4)  The New KONTIV® Design／ドイツ11) 

a) 調査の概要 
The New KONTIV®Designは，ソシアルデータ(Socialdata 
：Institute for Transport and Infrastructural Research) が開発した
交通実態調査手法で，連邦政府や地方自治体が発注する

交通行動調査をソシアルデータが受注した場合に適用し

ている手法である．この手法は，調査の回答者を顧客と

して認識し，回答者が調査に合わせるのではなく，調査

を回答者に合わせる必要があるという考え方（KONTIV-
philosophy）に基づいている．調査対象は調査主体によ
って決定される． 
サンプル数は調査主体から指定され，通常，都市の全

体的な交通実態を把握する場合に，３目的（定期的交通，

非定期的交通，余暇交通）×３交通手段（自動車，公共

交通，それ以外）の組合せ毎に30サンプル（人又はトリ
ップ数）とし，合計270サンプルを最低限必要なサンプ
ル数としている． 
調査手法は，あらゆる調査フォームや手法，技術を組

み合わせたものといえるが，基本的には，郵送配布・郵

送回収方式を採用している．但し，対象者の要望・好み

を踏まえて電話調査（但し，CATI／Computer Aided Tele-
phone Interviewではない）や，面接調査を実施している．
対象者が好む調査方法として，①メール（60-75%），②
電話（5-15%），③面接調査（5%以下）という結果が示
されており，この組み合わせにより，ドイツ国内では約

80%，国外で約70%と高い回答率を確保している．なお，
WEB調査については，調査結果に影響があることから，
回答手法としてではなく，対象者に回答内容の確認等を

行う際のコミュニケーションツールとして認識されてい

る．また，携帯電話の普及などが影響し，電話調査の実

施は困難になりつつあると認識されている． 
 

b) 回収率に関する工夫 
上述のとおり，対象者の選好に応じた回答方法を用意

することで，高い回収率を確保している．この他の主な

回収率向上策として，下記の取り組みが実施されている．  
・ 事前の依頼状の送付 

・ 電話による動機付けとリマインダー 
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・ 調査対象地域の現地に問い合わせのための電話セ

ンターを設置（電話センターをソシアルデータ内

部で管理することで，電話によるコミュニケーシ

ョンの質を維持） 

・ 記入されたすべての項目についてチェックを行い，

正しく記入されていなかったり，不十分であった

り，もしくは内容が信じがたい場合は，調査票を

回収後，直ちに回答者に電話で確認 

 
以上から，4調査の回収率向上策の特長として下記の
点が挙げられる． 

a) 事前の調査協力依頼状を郵送して行政が実施する
調査であることを告知し，電話による動機付けや

協力依頼が行われている．電話調査における事前

調査依頼状の送付は，突然電話をかけられること

への抵抗感，不信感，トラブル等を事前に避ける

効果がある． 
b) 電話調査では，覚え書き用のトリップ記録票を配
布し，できるだけ正確なデータを電話で聴取でき

るように工夫している．また，調査日前日に電話

によるリマインダーを行うことで，調査票やトリ

ップ記録票に忘れずに記入してもらうという効果

がある． 
c) 粗品進呈等のインセンティブについては，アメリ
カNHTSでは，調査依頼状を送る際に，調査協力
に対する謝礼金と調査内容を紹介するパンフレッ

トを同封している．一方，ドイツの調査では，粗

品進呈等のインセンティブは，調査結果にマイナ

スの影響を与えるため提供しない方がよいと認識

されている．公共のために市民として参加する，

という意識を持ってもらうように工夫することが

重要であると考えられている． 
 
 
3. 日本のPT調査手法改善に向けた示唆 
 

アメリカとドイツにおいては，郵送配布・郵送回収方

式だけでは十分な回収率を確保できないため，電話イン

タビューによる調査が重要な役割を担っている．また，

調査協力依頼や動機付け，リマインダー，記入内容の確

認などの段階においても，電話で対象者とコミュニケー

ションを図るように調査が設計されており，回収率や記

入精度向上を促進している．一方，我が国では，昨今の

電話を用いた詐欺事件の影響等により，電話インタビュ

ーでの調査実施は困難な状況にある．また，回収率が低

いと認識されている郵送配布・郵送回収方式でも，調査

の運用や調査票の設計に留意すれば高い回収率を確保で

きることは試行調査から明らかとなっている2)． 

これらを踏まえると，我が国のPT調査手法改善の方
向性としては，The New KONTIV® Designに比較的近い
「郵送配布・郵送回収方式＋電話での動機付け・リマイ

ンダー・記入内容確認」という調査方法を基本としつつ，

ドイツやアメリカにおける様々な工夫（丁寧な調査依頼，

インセンティブ提供，電話でのリマインダーおよび回答

内容の本人確認など）について我が国の実情に照らして

検討し，採用していくことが考えられる．さらに，若者

の回収率に対してはWEB回収方式でフォローできる可
能性があることや，高齢者に対しては電話調査や訪問調

査のように調査員と直接コミュニケーションを取れる方

が回収率や記入率を高める可能性があることを考慮し，

調査対象者の嗜好に合わせることができるように複数の

調査方法を設定するミックスモード調査手法の導入可能

性についても検討が必要であると考えられる．ただし，

ミックスモード調査では，各調査手法によって生じるバ

イアスとその発生要因について分析し，各調査手法を精

査，改善することが必要である．また，データ活用にお

いては，各調査手法で収集されたデータ特性（サンプル

の属性構成，不明率等の回答特性）や，データ統合によ

る影響や問題点等について検証する必要がある． 
 
 
4. おわりに 
 
本稿では，アメリカとドイツの都市交通調査における

調査手法や回収率向上策について調査を行い，日本の調

査手法改善のための方向性について検討を行った． 
アメリカやドイツで採用されている電話インタビュー

形式での調査の実施が我が国で困難であることや，若者

や高齢者などの属性によって調査手法に対する嗜好が異

なる可能性があることを踏まえると，今後は，これまで

に実績のある訪問・郵送・WEBの3つの調査手法を中心
に，ミックスモード調査手法の導入可能性について検討

を行うことが必要となる．そのためには，今回のアメリ

カ・ドイツの調査に加えて，引き続き諸外国の事例につ

いてレビューを行うことが重要である．さらに，ミック

スモード調査手法による試行調査を実施し，調査手法に

対する嗜好意識や回収率，データ特性について検証する

必要がある． 
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